第６回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨

日　時：平成２２年１月１９日（火）１０時から１２時１５分
場　所：新別館北館５階　共用会議室４
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、清水涼子氏）

総務部副理事（新公会計制度PT長）ほか６名

【財務諸表の作成単位について】

アドバイザーの主な発言
· 色々な作成単位の財務諸表が作成されるのは素晴らしいが、活用されなかったら宝の持ち腐れ。どの財務諸表を中心に活用するかが今後の課題。マネジメント活用には部局別財務諸表、府民に対する説明責任には目的別財務諸表が分かりやすいと思う。
· 高等学校や他の同じ様な施設の比較が必要。そのためには所属別財務諸表が重要だと思う。
【一般財源充当調整について】
アドバイザーの主な発言
· セグメント間の調整にしか過ぎない。行政コスト計算書の中に収支差額と充当調整額があって、再掲の数字が違うことに意味は無いと思う。重要なのは当期収支差額。

· 一般財源共通調整額の表現をもう少し分かりやすい様にするべき。

【減価償却の基準について】

· アドバイザーの主な発言

· 結果的に同じかも知れないが、大阪府としてまずスタンスをはっきり決めたほうが良い。東京都や総務省で設定している耐用年数が必ずしも大阪府に合う訳ではない。今の省令を中心に沿った形で設定し、大阪府の実態に合うかどうかを今の財産調査の実態に合わせて検討するといったプロセスを取るべき。

【たな卸資産について】
アドバイザーの主な発言

· 会計方針、表現方法については、民間企業を参考にすること。
PAGE  
1

